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株主各位

(証券コード　5950)
（発送日）2025年３月12日

(電子提供措置の開始日）2025年３月５日

株 主 各 位

大阪府箕面市船場西１丁目８番３号

日本パワーファスニング株式会社
代表取締役社長 安 田 正 利

第62期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第62期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通
知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について、電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに
掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいます
ようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】　　　　　　　　https://www.jpf-net.co.jp
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総会関連資

料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】　https://d.sokai.jp/5950/teiji/

　なお、当日ご来場されない場合は、お手数ながら株主総会参考書類(電子提供措置事項
掲載の上記各ウェブサイトまたは本招集ご通知後記）をご検討のうえ、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、議決権行使書用紙に記載の行使期限（2025
年３月27日午後５時45分）までに到着するようご返送のお手配をお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１． 日 時 2025年３月28日（金曜日）午前10時
２． 場 所 大阪府豊中市新千里東町１丁目４番２号

千里ライフサイエンスセンター　６階　千里ルーム
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３． 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第62期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監
査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

２. 第62期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 　剰余金の処分の件
第２号議案 　取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件

４． 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対

する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたしま
す。

(2)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代
理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご
提出が必要となりますのでご了承ください。

(3)議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統
一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

 

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正
後の事項を掲載いたします。

◎総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い申
しあげます。

◎会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いた
だくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすること
となりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事
項を記載した本書面（本招集ご通知）をお送りしております。

　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に
基づき、本書面には記載しておりません。

　①事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」「会社の体制及び方針」
　②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
　従いまして、本招集ご通知に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会

計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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事業の状況

(2024年１月１日から
2024年12月31日まで)

事   業   報   告

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結年度における日本経済は、インバウンド需要の増加や企業の価格転嫁が進む中、雇用・所

得環境に改善傾向が見られ、緩やかな回復基調となりました。一方で、不安定な国際情勢や円安の

長期化等に伴うエネルギー価格の高止まりや物価の上昇、国内外の金融政策等の動向による為替の

変動等、依然として先行き不透明な状況であります。

　当社グループの業績に関係の深い建設・住宅業界におきましては、民間設備投資は持ち直しの動

きが継続したものの、新設住宅着工戸数は減少傾向が続いており、鋼材等をはじめとする建築資材

価格の高止まりや人手不足等の影響により、業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況にありま

す。

　このような状況の中、当社は自社の原価低減努力だけでは賄いきれない資材価格等の高騰分につ

いては販売価格への転嫁に努めるとともに、提案型営業の推進やマーケティングチャネルの整備等

を中心に営業体制の強化を進めました。また、工場生産の集約化等により生産及び物流体制の再編

成を進めてまいりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、既存取引先における複数社購買への方針変更の影響等

もあり、5,040百万円（前期比1.3％減）となり、営業損益は、エネルギー価格の高止まりや諸資材

価格の度重なる上昇の影響及び売上高不足等を要因とした工場稼働率の低下により原価率が上昇し

たこと等から、93百万円の損失（前期は125百万円の損失）となりました。経常損益は、在外連結

子会社の有償減資に伴う為替換算レートの差異による為替差益の発生等により、366百万円の利益

（前期は44百万円の損失）となり、親会社株主に帰属する当期純損益は、下館工場の譲渡による固

定資産売却益331百万円及び2021年12月に譲渡した中国現地子会社の瑕疵担保責任に伴う支払補償

費102百万円の特別損益の計上等により、509百万円の利益（前期は108百万円の損失）となりまし

た。

　当連結会計年度の期末配当につきましては、１株につき５円とさせていただく予定であります。
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事業の状況

第61期
2023年12月期

（前連結会計年度）

第62期
2024年12月期

（当連結会計年度）

住 宅 市 場 2,377 2,265

一 般 建 築 市 場 2,729 2,774

そ の 他 1 1

合 計 5,108 5,040

　当社グループは、建築用ファスナー及びツール関連事業の単一セグメントであるため、セグメン

トごとの記載に代えて、市場分野別の販売実績を記載しております。

市場分野別の販売実績 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は128百万円であり、そ

の主な内容は、当社においてねじ生産設備の更新等を行ったことによるものであります。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、連結決算において２期連続の営業損失となりました。一方で、当連結会計

年度における経常利益並びに親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、海外連結子会

社の有償減資に伴う為替差益や工場の生産集約に伴う下館工場の譲渡益計上などの営業外収益

及び特別利益の計上によるものであります。工場の生産集約等の事業再編に一定の区切りがつ

き、さらなる合理化の推進及び資材価格等の高騰分についての販売価格への転嫁、不採算品目

の整理を進めてきたことの成果が表れつつあり、2025年12月期以降の営業収益改善に繋がるも

のと見込んでおります。前連結会計年度に比べ営業赤字幅が縮小されたとはいえ、本業の立て

直し及び営業黒字転換が最優先課題であると認識しており尽力してまいります。

　また、総人口減少、都市部への人口集中、少子高齢化に伴う住宅需要の減少、建設就労者の

減少など建築市場の構造的な変化への対応が重要な経営課題となっており、従前の課題である

一般建築市場向けの市場開拓及び新製品の開発・販売に注力し、経営資源を集中するとともに

さらなる経営効率の追求を目指してまいります。なお、今後の業績改善への取り組み内容及び

業績計画につきましては、中期経営計画を策定し業績回復に努めております。2025年２月に公

表いたしました中期経営計画の概要は次のとおりです。
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事業の状況

中期経営計画「Next Challenge 2027」（要旨）

[１] 中期VISION

建築用ファスナーのリーディングカンパニーとして、培ってきた技術力・開発力・製品力を

ベースにコンクリート市場において売上を拡大する。

[２] 今後の成長戦略・方針

縮小傾向である住宅市場向けファスナー事業の収益は堅持しつつ、底堅く中長期的にもイン

フラ関係の更新需要が堅調に推移すると見込まれ、成長分野である一般建築市場、コンクリー

ト下地市場向けファスナー事業の基盤事業化を図り、以下の施策により収益性の向上を実現し

てまいります。

① 営業戦略

(Ⅰ) コンクリート下地市場

産学共同研究でねじ式アンカーの設計指針(設計評価式)を確立しさらなる拡販に繋げる。

施策：流通大手販路構築、増加傾向の物流施設への用途拡大、インフラ更新需要への拡販

2027年度販売目標：700百万円

(Ⅱ) デッキ市場（鉄骨下地）

産学共同研究でガスツール使用によるデッキプレート仮留め小径鋲接合について「各種

合成構造設計指針」に記載。施工実績の積み上げ及び拡販に繋げていく。

施策：ゼネコンルート（デッキメーカー・指定工事業者）へのスペック・拡販

2027年度販売目標：200百万円

(Ⅲ) 建築改修・リフォーム市場

新設の建築需要が横ばい又は低下の中、需要拡大が進行している建築改修・リフォーム

に売れ筋商品の拡販を図る。

施策：倉庫、工場等の既存屋根に新しい屋根を重ね葺きする工法用ねじ等、あらゆる下

地材（鉄骨・木・コンクリート）に対応するファスナーの拡販

2027年度販売目標：300百万円

② 生産・物流戦略

工場集約による生産再編： 工場部門の実力を最大化し生産性（生産高）向上を図る。

施策：営業戦略に沿った設備投資（当社オリジナル製品の生産能力増強、無人運転、梱

包費用削減等）、適材適所への人材配置・育成（多能工）、材料の最適調達、物

流システムのDX化

－ 5 －



2025/02/25 12:23:44 / 24165851_日本パワーファスニング株式会社_招集通知_電子提供措置用

事業の状況

2024年度

（実績）
2025年度 2026年度 2027年度

売上高 5,040 5,330 5,800 6,500

営業利益 △93 120 200 300

営業利益率 △1.9％ 2.3％ 3.4％ 4.6％

2027年度目標：(Ⅰ)生産金額拡大への追求・・・現行生産高の1.5倍

              (Ⅱ)納期短縮・・・全製品 現行納期より３割短縮

              (Ⅲ)在庫削減・・・製品・仕掛品２ヵ月分以内

CS向上、販売機会損失の撲滅、原価低減、限界利益率の改善、キャッシュ・フローの向

上等の好循環に繋げる。

③ 技術戦略

(Ⅰ)製品のさらなる性能向上に向けた取り組み

施策：主力製品「ドリルねじ」のドリル刃先のさらなる性能探求

(Ⅱ)新用途への製品開発

施策：a)変貌する建材への最適製品の提案・供給

b)オリジナル技術製品の用途開発

➣耐震補強、耐震性に優れたファスナーの開発・モデファイ

(Ⅲ)知的財産の創造

施策：特許・意匠・実用新案出願数増加に向けた取り組み

④ 組織戦略

経営資源（人的）の再編〔効率の良い資源配分〕

・営業や製造に係る直接人員を増強し、間接人員との比率の適正化を図る

・首都圏を中心に営業関連の人員補強（東京・大阪）と営業所の再編

[３] ３ヵ年の計数計画（連結）

中期経営計画最終年度（2027年度）に営業利益300百万円の達成を目指してまいります。

（単位:百万円）

　なお、東京証券取引所スタンダード市場の上場維持基準のうち流通株式時価総額について基

準を満たしておりませんでしたが、2024年12月末時点でスタンダード市場のすべての上場維持

基準に適合していることを確認しており今後も上場維持に努めてまいります。また、早期に業

績改善ができるよう取り組んでまいりますので、株主の皆様におかれましては、今後とも一層

のご支援・ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況

区 分
第59期

2021年12月期
第60期

2022年12月期
第61期

2023年12月期

第62期
2024年12月期

（当連結会計年度）

売 上 高(百万円) 5,331 5,354 5,108 5,040

経 常 利 益
又 は 経 常 損 失 （ △ ）

(百万円) 167 14 △44 366

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失 （ △ ）

(百万円) 2,138 40 △108 509

１
株
当
た
り

当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

(円） 132.20 2.53 △6.83 32.46

純 資 産 額(円） 205.00 217.65 211.85 159.96

純 資 産(百万円) 3,258 3,459 3,367 2,303

総 資 産(百万円) 8,079 8,001 7,459 5,785

(5) 財産及び損益の状況の推移

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第60期の期首か
ら適用しており、第60期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値と
なっております。

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

J . J . ツ ー ル 株 式 会 社 100百万円 75.00％
ガス式ツール及び締結用専用ピ
ン等の販売、輸出入

(6) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）前連結会計年度まで非連結子会社であったJ．J．ツール株式会社は、当連結会計年度より重要性が増したため、

連結の範囲に含めております。また、前連結会計年度まで連結子会社であったJapan Power Fastening Hong Kong 

Limitedは、当連結会計年度において保有する全ての株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。連

結計算書類作成にあたり、Japan Power Fastening Hong Kong Limitedのみなし譲渡日を2024年10月１日として、

みなし譲渡日までの損益計算書を連結しております。

③ 当事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。

④ その他
　技術提携の主要な相手先は、イリノイ・ツール・ワークス社（米国）
であります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

区 分 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

建築用ファスナー

及びツール関連事業

ドリルねじ

石膏ボード用特殊ねじ

ドライウォール用特殊ねじ

ＡＬＣ用特殊ねじ

木造用耐震ねじ

コンクリート用特殊ねじ

コンクリート用アンカー

あと施工アンカー

特殊ピン

特殊ネイル

座金組込ナット

住宅用締結金具

ねじ連続打込機

ガス式びょう打機

(7) 主要な事業内容

本社事務所 大阪府箕面市船場西１丁目８番３号
工 場 豊 岡 工 場（兵庫県豊岡市）
事 業 所 北関東事業所（茨城県筑西市） 静岡事業所（静岡県掛川市）

滋賀事業所（滋賀県守山市）
営 業 所 札幌営業所（札幌市） 仙台営業所（仙台市）

さいたま営業所（さいたま市） 東京営業部（東京都中央区）
名古屋営業所（名古屋市） 富山営業所（富山市）
大阪営業部（大阪府箕面市） 山口営業所（山口市）
福岡営業所（福岡市）

　(注) 下館工場（茨城県筑西市）につきましては、譲渡により2024年９月30日

に土地・建物を引き渡しいたしました。

本 社 大阪府箕面市船場西１丁目８番３号

(8) 主要な営業所及び工場

① 日本パワーファスニング株式会社

② Ｊ.Ｊ.ツール株式会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比較増減

148名 １名減

使 用 人 数 前事業年度末比較増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

145名 ４名減 45.2歳 16.7年

(9) 使用人の状況

① 企業集団の使用人の状況

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。

借 入 先 借 　 入 　 金 　 残 　 高 　 ( 千 円 )

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 718,422

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 550,000

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 242,880

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 206,728

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 140,640

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 100,000

(10) 主要な借入先の状況

－ 9 －
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会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 39,800,000株

(2) 発行済株式の総数 18,688,540株

(3) 株主数 7,918名

株 主 名 持 株 数(千株) 持株比率(％)

マ ル エ ヌ 株 式 会 社 3,877 27.16

土 肥 雄 治 1,504 10.53

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 1,000 7.00

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 716 5.02

土 肥 智 雄 696 4.87

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 652 4.57

株 式 会 社 エ マ ナ ッ ク 185 1.30

江 藤 　 弘 100 0.71

川 越 久 男 80 0.56

楽 天 証 券 株 式 会 社 70 0.49

(5) その他株式に関する重要な事項

２. 会社の株式に関する事項

（うち自己株式数4,411,000株）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は自己株式を4,411,000株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

２. 持株比率は自己株式(4,411,000株)を控除して計算しております。

　　　当社は、2024年11月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の

　　規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取

　　得について決議し、当事業年度においては以下のとおり取得いたしました。

　　　①取得した株式の総数　　1,605,400株

　　　②取得価額の総額　　　　797,239,159円

　　　③取得期間　　　　　　　2024年11月８日から2024年12月31日

　 （ご参考）2024年11月８日開催の取締役会における決議内容

　　　①取得する株式の種類　　当社普通株式

　　　②取得する株式の総数　　4,000,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　[発行済株式の総数(自己株式を除く)に対する割合25.1％]

　　　③株式の取得価額の総額　1,200,000,000円（上限）

　　　④取得期間　　　　　　　2024年11月８日から2025年５月31日
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会社役員に関する事項

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

土 肥 雄 治 代 表 取 締 役 会 長 Ｊ.Ｊ.ツール株式会社　代表取締役

安 田 正 利 代 表 取 締 役 社 長 Ｊ.Ｊ.ツール株式会社　取締役

藤 井 宏 二
常 務 取 締 役
（技術・生産担当）

高 木 茂 幸

取 締 役
（ 営 業 担 当 ）
兼 営 業 部 長
兼 大 阪 営 業 部 長

鈴 木 昭 洋
取 締 役
（ 管 理 担 当 ）
兼企画・総務部長

馬 場 朋 次
取 締 役
監査等委員（常勤）

加 藤 弘 之
取 締 役
監 査 等 委 員

エクジット株式会社　代表取締役
税理士法人エクジット　代表社員

横 山 美 帆
取 締 役
監 査 等 委 員

清水謙法律事務所　代表弁護士

氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

藤 井 宏 二
取 締 役
（ 生 産 担 当 ）
兼 生 産 部 長

常 務 取 締 役
（技術・生産担当）

2 0 2 4年３月2 8日

３. 会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況（2024年12月31日現在）

（注）　１. 高木茂幸、鈴木昭洋の両氏は、2024年３月28日開催の第61期定時株主総会にて新たに取締役（監査等委員であるも
のを除く。）に選任され就任いたしました。

２. 監査等委員である取締役 馬場朋次氏は、常勤の監査等委員であります。当社では、社内事情に精通した者を配置
し、取締役会以外の重要な社内会議への出席等による情報収集や内部監査部門との緊密な連携を図ることにより、
実効性のある監査・監督体制を確保するため、常勤の監査等委員を選定しております。

３. 監査等委員である取締役　加藤弘之、横山美帆の両氏は、社外取締役であります。
４. 監査等委員である取締役 加藤弘之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
５． 当社は、監査等委員である取締役 加藤弘之、横山美帆の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。
６. 当事業年度中における取締役の地位及び担当等の異動は次のとおりであります。
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会社役員に関する事項

氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

土 肥 雄 治

J a p a n  P o w e r 
F a s t e n i n g  H o n g 
K o n g  L i m i t e d　
D i r e c t o r

J a p a n  P o w e r 
F a s t e n i n g  H o n g 
K o n g  L i m i t e d　
D i r e c t o r

Ｊ.Ｊ.ツール株式会社
代 表 取 締 役

2 0 2 4年 1 0月 2 1日

J a p a n  P o w e r 
F a s t e n i n g  H o n g 
K o n g  L i m i t e d　
D i r e c t o r

Ｊ.Ｊ.ツール株式会社
代 表 取 締 役

Ｊ.Ｊ.ツール株式会社
代 表 取 締 役

2 0 2 4年 1 1月８日

安 田 正 利 －
Ｊ.Ｊ.ツール株式会社
取 締 役

2 0 2 4年 1 0月 2 1日

氏 名 退 任 日 退 任 理 由 退任時の地位及び担当

古 川 徳 厚 2024年３月28日 任 期 満 了 取 締 役

福 島 寿 和 2024年３月28日 任 期 満 了

取 締 役
（ 技 術 担 当 ）

兼 技 術 部 長

土 屋 自 適 2024年３月28日 任 期 満 了

取 締 役
（ 営 業 担 当 ）

兼 営 業 部 長

7. 当事業年度中における取締役の重要な兼職等の異動は次のとおりであります。

(2) 当事業年度中に退任した取締役

(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、監査等委員である取締役 馬場朋次、加藤弘之、横山美帆の各
氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことに
よる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており
ます。

(4) 取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定方針に関する事項

　当社は、2021年２月22日開催の取締役会において、取締役の個人別
の報酬等の内容に係る決定方針を決議しており、2022年３月30日開催
の取締役会において当該方針の一部改訂を決議しております。取締役
（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定
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会社役員に関する事項

報酬としての基本報酬及び業績連動報酬としての役員賞与により構成
しており、いずれも金銭報酬であります。
　基本報酬は、毎月一定の額を支払う固定報酬とし、役位、職責、在
任年数に応じて当社の業績、従業員給与の水準、配当額、他社水準等
を考慮しながら、総合的に勘案して決定しております。役員賞与は、
事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、営業利益等の業
績指標（ＫＰＩ）に対する達成度合いを基本に従業員賞与の支給条件
や当事業年度に係る配当の状況等を総合的に勘案し、毎年一定の時期
に支給することとしております。なお、監督機能を担う監査等委員で
ある取締役ならびに社外取締役については、その職責に鑑み、基本報
酬のみを支払うこととしております。

ロ．役員報酬等の決定の委任に関する事項
　各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額に
ついては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役会長　土肥雄治氏
及び代表取締役社長　安田正利氏の協議により、社外取締役の意見を
踏まえたうえで決定しております。委任した理由は、当社の業績や当
社を取り巻く経営環境を勘案しつつ、各取締役の担当職務や職責につ
いての評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであり
ます。
　また、取締役会は、当事業年度に係る各取締役の個人別の報酬等に
ついて、報酬の内容が取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
に基づいて決定されていることを確認しており、当該決定方針に沿う
ものと判断しております。
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2025/02/25 12:23:44 / 24165851_日本パワーファスニング株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

42,060
(300)

42,060
(300)

―
(―)

―
(―)

８
(１)

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

17,700
(7,200)

17,700
(7,200)

―
(―)

―
(―)

３
(２)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

59,760
(7,500)

59,760
(7,500)

―
(―)

―
(―)

11
(３)

ハ．役員報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬の限度額は、2016年３月29日開催の第53期定時株主総
会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は年額150
百万円以内、取締役（監査等委員）は年額50百万円以内と決議いただ
いております。なお、当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の員数は６名（うち社外取締役０名）、取
締役（監査等委員）の員数は３名（うち社外取締役２名）でありま
す。

ニ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１.上記には2024年３月28日開催の第61期定時株主総会終結の時をもって退任しました取締役

（監査等委員を除く）３名を含んでおります。

２.上記支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まれておりません。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び当社子会社の取締役を被保険者と
する会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結
しており、被保険者が業務遂行に起因して損害賠償請求がなされることに
よって被る法律上の損害賠償金及び争訟費用を填補することとしておりま
す。
　ただし、当該保険契約には、被保険者の違法な私的利益供与、犯罪行
為、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因して生じた損害
は填補されないなど、一定の免責事由があります。また、填補する額につ
いて限度額を設けており、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれない
ようにするための措置を講じております。なお、保険料は全額当社が負担
しており、１年毎に契約更新しております。
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区　分 氏　名 出席状況及び発言状況

取 締 役
監 査 等 委 員

加藤弘之

当事業年度中に開催された取締役会16回中16回、監査等委
員会14回中14回に出席しております。
公認会計士及び税理士としての豊富な経験と専門的な知識
を活かして財務、会計、税務等に関し、公認会計士及び税
理士としての専門的な見地から発言を行っており、経営全
般の監査・監督機能強化に向けた監査等委員としての役割
を適切に果たしております。

取 締 役
監 査 等 委 員

横山美帆

当事業年度中に開催された取締役会16回中16回、監査等委
員会14回中14回に出席しております。
弁護士としての専門的な知識・経験に加え、他社の社外取
締役及び社外監査役の経験・知見を活かした発言を行って
おり、経営全般の監査・監督機能強化に向けた監査等委員
としての役割を適切に果たしております。

(6) 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
①取締役（監査等委員） 加藤弘之氏は、エクジット株式会社の代表取

締役及び税理士法人エクジットの代表社員を兼職しております。税理
士法人エクジットと当社との間で税務会計顧問契約を締結しておりま
すが、その顧問料は僅少であります。エクジット株式会社と当社との
間には特別の関係はありません。

②取締役（監査等委員） 横山美帆氏は、清水謙法律事務所の代表弁護
士を兼職しております。清水謙法律事務所と当社との間には特別の関
係はありません。

ロ．会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役
員との親族関係
該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

当事業年度に係る報酬等の額 22,000千円

当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,000千円

４. 会計監査人の状況
(1) 名称　　　　虎ノ門有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できな

いため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
　監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関す
る実務指針」を踏まえ、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入
手や報告を通じて、会計監査人の監査計画の内容、報酬見積りの算出根拠等
を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項及び第
３項の同意を行っております。

(4) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　会計監査人と当社の間で会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠
ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める金額であります。

(6) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると
認められる場合には、監査等委員会が監査等委員全員の同意により会計監査
人を解任する方針であります。また、会計監査人が職務を適切に遂行するこ
とが困難であると認められる場合、又は監査の適正性をより高めるために会
計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、監査等委員会の決議に
より、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容
を決定することとします。
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連結貸借対照表

（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具・器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,477,924

1,620,089

78,851

434,437

732,595

950,559

218,511

419,345

23,663

△130

1,307,508

954,707

233,047

279,101

31,256

410,351

950

75,504

48,218

27,285

277,296

176,791

105,510

△5,004
　

流 動 負 債 2,939,275

支払手形及び買掛金 427,362

電 子 記 録 債 務 640,659

短 期 借 入 金 1,430,000

１年内返済予定の長期借入金 98,232

未 払 法 人 税 等 15,420

そ の 他 327,600

固 定 負 債 542,403

社 債 58,000

長 期 借 入 金 430,438

そ の 他 53,965

負 債 合 計 3,481,678

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,214,617

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 2,711,234

利 益 剰 余 金 649,205

自 己 株 式 △1,245,822

その他の包括利益累計額 69,259

その他有価証券評価差額金 72,922

土地再評価差額金 △3,663

非 支 配 株 主 持 分 19,876

純 資 産 合 計 2,303,753

資 産 合 計 5,785,432 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,785,432

連 結 貸 借 対 照 表

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2024年１月１日から
2024年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,040,565

売 上 原 価 3,866,654

売 上 総 利 益 1,173,910

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,267,787

営 業 損 失 （ △ ） △93,877

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23,945

受 取 配 当 金 5,529

為 替 差 益 455,025

そ の 他 10,215 494,716

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,210

社 債 利 息 1,197

支 払 手 数 料 7,175

そ の 他 7,439 34,022

経 常 利 益 366,816

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 331,614

子 会 社 株 式 売 却 益 50,101 381,715

特 別 損 失

支 払 補 償 費 102,350

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 63,624

事 業 再 編 損 59,416 225,390

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 523,141

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,420

法 人 税 等 調 整 額 3,228 18,648

当 期 純 利 益 504,493

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △4,854

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 509,347

連 結 損 益 計 算 書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具・器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,398,468

1,541,858

78,851

434,437

732,595

947,739

218,511

419,345

25,259

△130

1,372,508

954,707

226,731

6,315

271,333

7,767

31,256

410,351

950

75,504

48,218

27,285

342,296

176,791

65,000

59,080

46,430

△5,004
　

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 2,939,327

支 払 手 形 28,043

電 子 記 録 債 務 640,659

買 掛 金 399,318

短 期 借 入 金 1,430,000

１年内返済予定の長期借入金 98,232

未 払 金 164,181

未 払 法 人 税 等 15,195

そ の 他 163,695

固 定 負 債 542,403

社 債 58,000

長 期 借 入 金 430,438

そ の 他 53,965

負 債 合 計 3,481,731

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,219,986

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 2,711,234

資 本 準 備 金 13,087

その他資本剰余金 2,698,146

利 益 剰 余 金 654,574

利 益 準 備 金 11,912

その他利益剰余金 642,662

繰越利益剰余金 642,662

自 己 株 式 △1,245,822

評価・換算差額等 69,259

その他有価証券評価差額金 72,922

土地再評価差額金 △3,663

純 資 産 合 計 2,289,245

資 産 合 計 5,770,976 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,770,976

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2024年１月１日から
2024年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 　 　 　 上 　 　 　 高 5,040,565

売 上 原 価 3,955,570

売　　上　　総　　利　　益 1,084,994

販売費及び一般管理費 1,171,526

営 業 損 失 （ △ ） △86,531

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 5,529

受 取 利 息 4,026

助 成 金 収 入 2,708

売 電 収 入 2,530

そ の 他 4,975 19,771

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,210

社 債 利 息 1,197

支 払 手 数 料 7,175

為 替 差 損 12,955

そ の 他 7,401 46,939

経 常 損 失 （ △ ） △113,699

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 331,614 331,614

特 別 損 失

支 払 補 償 費 102,350

子 会 社 株 式 売 却 損 68,584

事 業 再 編 損 59,416 230,350

税  引  前  当  期  純  損  失(△) △12,436

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,195

法 人 税 等 調 整 額 3,228 18,424

当　 期　 純　 損 　失（△） △30,860

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年２月17日

日本パワーファスニング株式会社
取締役会　御中

虎ノ門有限責任監査法人

東京都港区
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渋佐　寿彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐々木健一
　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本パワーファスニング株式会社の2024年１月１日から
2024年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、日本パワーファスニング株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお

いて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項

が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結

論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算

書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査

証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年２月17日

日本パワーファスニング株式会社
取締役会　御中

虎ノ門有限責任監査法人

東京都港区
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渋佐　寿彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐々木健一
　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本パワーファスニング株式会社の2024年１月１
日から2024年12月31日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討

する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい

て計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切

でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

 監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2024年１月１日から2024年12月31日までの第62期事業年度における取締役の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の
内部監査部門等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関す
る事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人虎ノ門有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人虎ノ門有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年２月21日

日本パワーファスニング株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 馬 場 朋 次 ㊞

監 査 等 委 員 加 藤 弘 之 ㊞

監 査 等 委 員 横 山 美 帆 ㊞

（注）監査等委員加藤弘之及び横山美帆は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役で
あります。

監査等委員会の監査報告
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剰余金処分議案、取締役選任議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識し、

経営基盤の強化と将来の事業展開に備えた内部留保の充実を図りつつ、業績に

応じた安定的な配当を継続して行うことを基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、当社の単独業績、グループの連結業績及び

今後の資金需要等を総合的に勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円　　　　　　総額　71,387,700円

なお、中間（記念）配当として１株につき金20円をお支払いしておりま

すので、当期の年間配当金は１株につき金25円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年３月31日

候補者

番 号
ふ  り  が  な

氏　　　　　名
現在の当社における

地位及び担当
候補者属性

１ 【再任】 やす

安
 

 
だ

田
 

 
まさ

正
 

 
とし

利
代表取締役社長 -

２ 【再任】 ふじ

藤

 

 
い

井

 

 
こう

宏

 

 
じ

二

常務取締役

（技術・生産担当）
-

３ 【再任】 たか

高

 

 
き

木

 

 
しげ

茂

 

 
ゆき

幸

取締役（営業担当）

兼営業部長兼大阪営業部長
-

４ 【再任】 すず

鈴

 

 
き

木

 

 
あき

昭

 

 
ひろ

洋

取締役（管理担当）

兼企画・総務部長
-

第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員であるものを除く。以下、本議案において同じ。）５名
全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、株主総
会にて陳述する特段の事項はありませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番 号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

１

やす

安
 

 
だ

田
 

 
まさ

正
 

 
とし

利

（1964年３月５日生）

【再任】

1986年４月 当社入社
2011年４月 当社営業本部 西部担

当部長
2016年４月 当社生産本部 滋賀事

業所長
2019年４月 当社営業本部 住建部　　

静岡事業所長
2020年２月 当社営業本部長兼住建

部長
2020年３月 当社取締役 営業本部

長兼住建部長
2020年４月 当社取締役 営業本部

長
2022年３月 当社代表取締役社長

（現任）
[重要な兼職の状況]
J.J.ツール株式会社　取締役

18,900株

【取締役候補者とした理由】
　安田正利氏は、当社の営業部門や物流部門の要職に従事し、大手住
宅メーカー等当社顧客との関係構築に大きな役割を果たしてまいりま
した。2022年３月に当社の代表取締役社長に就任し、経営全般を担う
とともに、業績回復に向けた施策及び当社の成長に向けた事業戦略を
推進・統率しております。以上の実績・経験を踏まえ、引き続き取締
役として選任をお願いするものであります。
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番 号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

２

ふじ

藤

 

 
い

井

 

 
こう

宏

 

 
じ

二

（1966年１月10日生）

【再任】

1988年４月 当社入社
2003年10月 当社住建技術部　開発

課長
2010年４月 当社品質保証部　品証

課長
2012年４月 当社生産本部　技術・

品証部　次長
2016年４月 当社生産本部　技術・

品証部長
2017年10月 当社生産本部　下館工

場長
2019年10月 当社企画開発本部　企

画部長
2021年10月 当社営業本部　滋賀事

業所長
2022年３月 当社生産担当部長兼滋

賀事業所長
2023年３月 当社取締役（生産担

当）兼生産部長
2024年３月 当社常務取締役（技

術・生産担当）（現
任）

15,700株

【取締役候補者とした理由】
　藤井宏二氏は、当社の生産部門、技術部門や企画部門において要職
に従事し、2022年３月から生産部門の統括部長を務め、2023年３月か
らは生産部門統括、2024年３月からは技術・生産部門管掌として、豊
富な経験と知見を活かし、生産合理化を推進しております。今後、生
産部門のさらなる集約・効率化による生産性向上、品質向上に加え生
産と連携した技術開発を推進していくため、引き続き取締役として選
任をお願いするものであります。
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番 号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

３

たか

高

 

 
き

木

 

 
しげ

茂

 

 
ゆき

幸

（1968年12月31日生）

【再任】

1987年４月 当社入社
2007年１月 当社営業本部　営業部　

大阪営業所長兼ビルデ
ックス課長

2010年４月 当社営業本部　西部営
業統括リーダー兼大阪
営業所長

2012年４月 当社営業本部　マーケ
ティング部長

2016年４月 当社ソーラー営業部長
2017年４月 当社研究開発本部　研

究開発部長兼ソーラー
営業部長

2018年３月 当社営業本部　大阪営
業部長兼ソーラー営業
部長

2020年４月 当社営業本部　大阪営
業部長兼富山営業所長

2024年３月 当社取締役（営業担
当）兼営業部長兼大阪
営業部長（現任）

5,300株

【取締役候補者とした理由】
　高木茂幸氏は、当社の営業部門やマーケティング部門において要職
に従事し、西日本地区を中心とした当社顧客との良好な関係構築に努
め、2024年３月からは営業部門統括として豊富な経験と知見を活か
し、販売及び利益拡大化を推進しております。今後、既存分野及びコ
ンクリート建築等新分野での売上拡大や新市場開拓をさらに推進して
いくため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

－ 29 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番 号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

４

すず

鈴

 

 
き

木

 

 
あき

昭

 

 
ひろ

洋

（1971年９月29日生）

【再任】

1994年４月 当社入社
2008年４月 当社管理本部　総務部

総務課長
2015年４月 当社管理本部　経営企

画部　課長
2016年４月 当社管理本部　人事・

総務部 人事・総務課
長

2020年４月 当社企画本部　企画部 
次長

2022年１月 当社管理本部　企画・
総務部 次長兼企画課
長

2022年３月 当社企画・総務部長
2024年３月 当社取締役（管理担

当）兼企画・総務部長
（現任）

5,300株

【取締役候補者とした理由】
　鈴木昭洋氏は当社の人事・総務部門や企画部門において要職に従事
し、会社全般の業務に携わってきた経験・見識を有しております。
2024年３月からは管理部門統括として経営全般を支えております。今
後、全社的な情報管理・生産性向上をさらに推進していくため、引き
続き取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにする

とともに、有用な人材を迎えることができるよう、取締役全員を被保険者として、会
社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
しており、本議案が原案どおり承認可決され、取締役に就任した場合には、各候補者
は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約の内容の概要は、事業報告の14
頁に記載のとおりであります。なお、各候補者の任期途中である2025年４月１日に当
該保険契約を更新する予定であります。

－ 30 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

社

外

独

立

性

主な経験と知見

経営

戦略

財務

・会計

法務

・コン

プライ

アンス

人事

・労務

生産

・技術

営業

・マー

ケティ

ング

業界の

知見

取

締

役

１ 安田 正利 ● ● ● ● ●

２ 藤井 宏二 ● ●

３ 高木 茂幸 ● ●

４ 鈴木 昭洋 ● ● ●

監

査

等

委

員

５ 馬場 朋次 ● ● ●

６ 加藤 弘之 ● ● ● ● ●

７ 横山 美帆 ● ● ● ● ●

＜ご参考＞取締役のスキルマトリックス
　本総会に上程する第２号議案が承認された後の当社の取締役の主な経験と知見は、次の

とおりであります。

（注）１. No.１～４が第２号議案の候補者となります。
２. 上記の一覧表は各氏の経験等を踏まえ、より専門性が発揮できる領域を記載してお

り、有するすべての知見を表すものではありません。

以　上

－ 31 －
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地図

交　　通 北大阪急行電鉄（地下鉄御堂筋線）「千里中央」駅下車 北出口すぐ

大阪モノレール「千里中央」駅下車 徒歩約５分

株主総会会場ご案内図
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